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日ごろは徳島市政の推進につきまして、格別のご配慮を賜り 

厚くお礼申し上げます。 

昨年５月には、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置

づけが５類に移行され、社会もコロナ禍前の活気を取り戻しつつ

あります。 

その一方で歴史的な円安や物価高騰が国民の生活を圧迫する

等、新たな課題も出てまいりました。 

 

徳島市においては、人口減少の進行、南海トラフ巨大地震への

備え、近年多発している大規模災害への対応等、山積する様々な

課題への対策を行いながら、「SDGｓ未来都市」として「ダイ

バーシティ」と「パートナーシップ」を柱として、本市ならでは

の様々な取組を展開してまいりました。 

これらの取組をさらに発展させていくため、現在は新たな総合

計画の策定を行いつつ、職員一丸となって行財政改革に全力で取

り組んでおります。 

今後において、新たな財政需要に対応し、諸課題に迅速・的確

に対応していくためには、貴職の一層のご支援やご協力が必要不

可欠でございます。 

 

つきましては、令和７年度の予算編成及び施策の決定に際し、 

このたび要望いたします重要事項について、特段のご高配を賜り

ますようお願い申し上げます。 

 

令和６年７月 

 

 

  徳島市長 遠藤 彰良  
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地方創生ＳＤＧｓ及び地方創生応援税制 
について 

 

＜主管省庁局   内閣府  地方創生推進事務局＞  

【要望の趣旨】  

 地方創生ＳＤＧｓの実現に向けて、ＳＤＧｓ未来都市に対する支援措置の

充実及び地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の継続を要望するもの。 

 
     

 現  況   課  題   

     

 〇地方創生ＳＤＧｓの取組  

 →徳島市は令和４年度にＳＤ

Ｇｓ未来都市に選定（モデル

都市には非選定）  

→民間事業者とのパートナー

シップを軸に地方創生の取

組を進めている。  

〇地方創生応援税制の活用  

→地元金融機関との連携等に

より令和５年度は３９社か

ら約９千万円の寄附  

 

 ●地方創生ＳＤＧｓの取組  

 →本市は、様々な取組を展開し

ているが、モデル都市に選ば

れてない自治体に対する国

からの支援措置が十分では

ない。  

 

●地方創生応援税制の活用  

 →地方創生の推進にあたり貴

重な財源となっているが、本

制度は令和６年度までとな

っている。  

 

     

 

 

 

具体的要望内容  

地方創生ＳＤＧｓの実現に向けた取組を強化していくにあたり、ＳＤＧｓ未来

都市に対する支援措置の強化、地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の継続

などについて、特段のご配慮をお願いします。  
 

１．ＳＤＧｓ未来都市に対する財政支援の充実や、各種制度における優遇措置な

ど国からのインセンティブの強化  
 

２．地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の令和７年度以降の継続と、税額

控除の特別措置の維持  

【徳島市担当部課】企画政策部企画政策課  

地方創生ＳＤＧｓの実現に向けて取組強化が必要 



企業版ふるさと納税を活用した事業展開

＜民間企業とのパートナーシップによる事業の例＞

民間企業とのパートナーシップで地方創生を推進

全国シェアリングシティ大賞2024
優秀賞受賞

【ＳＤＧｓ未来都市としての取組み】

【地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の活用】
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寄付額の推移（万円）

地元金融機関等とのパートナーシップ
により寄付額が拡大、地方創生推進の
重要な財源となっている。

＜寄附金を活用した事業の例＞

〇未来を担う次世代を育むまちの実現
・子ども医療費助成

・特別支援保育事業
〇にぎわいと活気のあるまちの実現
・とくしま動物園リニューアル事業
・徳島東部地域ＤＭＯと連携した観光地域づくり
〇持続可能で安全なまちの実現
・防災サポーター登録育成事業
・消防団活性化事業 など

とくしま動物園リニューアル

公民連携のプラットフォームを構築し、民間企業とのパート
ナーシップによる地方創生ＳＤＧｓの実現に向けた様々な実証
実験など、他自治体に先駆けた新たな取組を展開
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 自治体情報システムの標準化・共通化 
に向けた支援について 

＜主管省庁局  総務省自治行政局＞  

【要望の趣旨】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【徳島市担当部課】総務部デジタル推進課  

自治体情報システムの標準化・共通化への対応について、補助金

の取扱等に係る支援を要望するもの。 

○本市では、標準化対象２０業務に
ついて、大きく２つのグループに
分け、令和７年末までの移行完了
に向けて取り組んできたが、「生活
保護」に関しては、期限内に移行
完了する目処が立たず、「移行困難
システム」の該当見込みとされた。 

○令和６年３月に「デジタル基盤改
革支援補助金」の上限額が大幅に
増額（約 2.5 億円から約 18.3 億円）
されたが、第１グループ（令和 6
年度中移行完了）については、す
でに契約し、移行に向けた作業を
実施している。  

標準化に係る財政的負担、事務的負担が非常に大きくなる  

 

 

次の２点について、特段のご配慮をお願いします。  
 

１．移行困難システムに係る令和７年度末までに実施すべき要件について、

自治体の負担が軽減されるよう配慮すること。また、移行完了が令和８年
度以降であっても補助の対象とすること。  

２．補助金の要件を緩和し、本来補助の対象となる経費も含めてすでに契約
（リース契約を含む）を締結している場合も補助の対象とすること。  

現  況  

具体的要望内容  

 

課  題  

●「移行困難システム」については、

現在補助の対象となっていない。

また、移行困難システムであって

も期限内に「データ要件には適合

させる」とされており、二度手間、

二重投資となることが想定され

る。  

●補助金は、交付決定後に契約する

ことが求められているため、第１

グループに関しては補助金が適用

されない。  



 

-４- 
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 学校屋内運動場の空調設備の整備について 
 

＜国主管省庁局：文部科学省  大臣官房文教施設企画・防災部・総務省  自治財政局＞  

【要望の趣旨】  

 熱中症防止対策として、学校屋内運動場の空調設備を早急に整備するため

に、国の補助事業等の継続実施や予算措置の拡充等を要望するもの。  

 
     

 現  況   課  題   

     

 〇学校管理下における事故等  

記録的な猛暑により、体育の授業や

部活動などで熱中症による死亡事故

などが全国各地で発生。 

〇学校屋内運動場  

・災害時の指定避難所  

・空調設備の未整備  

・断熱性能がない建物が多い  

 ●市立の小中学校、高等学校の屋内

運動場全てに空調設備を整備する

ためには、多額の費用と時間がか

かり、短期間で全てを整備するこ

とや、市単独での整備をすること

が困難。  

 

 

     

 

 

 

 

具体的要望内容  

子供たちが安全で安心して学校生活が送れるように、また、防災対策の観点からも

全ての学校屋内運動場の空調設備の整備が進むよう国の補助事業等の継続実施や予算

措置の拡充等について、特段のご配慮をお願いします。  

１．  緊急防災・減災事業債について、令和 7 年度までの事業期間を延長すること。  

延長後の事業期間は、複数年度にわたり計画的に進めていくことを考慮した期間

とすること。  

２．  学校教育施設等整備事業債について、充当率及び交付税措置率を見直すこと。  

３．  学校施設環境改善交付金について、令和 7 年度までの算定割合の特例を延長する

とともに、補助対象工事費の上限額を撤廃すること。また、財政負担を平準化す

ることが可能な PFI 方式やリース方式も活用可能な制度とすること。  

４．  学校施設環境改善交付金について、老朽化した屋内運動場の断熱化には自治体側

の予算の繰越を伴う大規模な改修が必要となる場合があることを踏まえ、国にお

いては前年度の本省繰越による交付決定は行わないこと。  

【徳島市担当部課】教育委員会総務課  

学校屋内運動場の空調設備の整備を早急に進めるためには、 
国の補助事業等の継続実施や予算措置の拡充等が必要  



-６- 
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 学校給食費の無償化について 
 

＜国主管省庁局：文部科学省＞  

【要望の趣旨】  

 すべての子どもたちが平等で健康的な食事をとり、学力の向上や食育によ

る人間形成のため、また保護者負担の軽減のため、すべての自治体が一律に

給食費の無償化が実現できるよう、国からの財政支援等を要望するもの。  

 
     

 現  況   課  題   

     

 〇給食費  

 本市の令和５年度給食費保護者負担

額（年額）は、１食あたり小学校 288

円、中学校 333 円の食材料費に燃料費

等を加え、小学校 57,060 円、中学校

65,087 円（学校平均）となり、子育

て世帯にとって大きな負担となってい

る  

 ●自治体の財源確保  

本市では経常的に約 12 億円必要となる  

●給食の質や量の低下が懸念される  

 無償化に伴い財政負担増により、食材

料費の削減に繋がる可能性がある  

●自治体間に格差が生じ財政力のない

自治体に深刻な影響がでる  

 

     

 

 

 

具体的要望内容  

次の学校給食費における保護者負担の軽減及び平等な教育環境の確保のため、す

べての自治体に一律の財政措置を講じるなどについて、特段のご配慮をお願いしま

す。  

 

●学校給食の恒久的な無償化と全国一律の学校環境の確保  

近年、自治体独自に学校給食費の無償化が進められているが、学校給食の運

営にかかる施設・設備の維持管理費や人件費に加えて、食材費まで自治体負担す

ることは、将来の財政運営を圧迫する恐れがあるため、恒久的な無償化に向けた

財政支援措置を講じること。  

 なお、学校給食は、学校教育活動の一環として切り

離すことのできないものであり、教育の機会均等の立

場からも、各自治体の規模や財政力による地域間格差

から児童生徒が不利益を被ることのないよう、国の全

面的な財政措置により速やかに実施すること。  

 

 

国の指導や補助による全国一律の基準設定の必要がある 
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給食費無償化にかかる費用（令和６年度）  

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中学校給食費(年額) ＝A’：食材料費  + (B’)：燃料費

＝  394,198,020 円  

α  小学校給食費(年額) ＝  A：食材料費  + B：燃料費  

＝725,558,400 円  

B：小学校燃料費(年額) ＝  34,608,000 円  
 

A：小学校食材料費(合計) ＝   (a) × (b) × (c) 
 
 
 
 

＝690,950,400 円  (a)小学校児童数：11,200 人  

(b)食材料費(単価)：318 円  

(c)給食実施日(年間)：194 日  
 

A’：中学校食材料費(合計) ＝  (a’) × (b’) × (c’) 
 
 
 
 

＝376,990,020 円  (a’)中学校生徒数：5,466 人  

(b’)食材料費(単価)：363 円  

(c’)給食実施日(年間)：190 日  

B’：中学校燃料費  ＝  17,208,000 円  
 

 

 

 

 

    物価高騰による給食費補助額   36,360,000 円   

給食費無償化費用  1,156,116,420 円 
 

+ + 
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 新型コロナウイルスワクチン接種費用の支援について 

 

＜国主管省庁局：厚生労働省＞  

【要望の趣旨】  

  新型コロナウイルスワクチン定期接種において、令和７年度以降につい

ても、市の財政負担の増大や接種希望者の自己負担額の上昇を抑制するた

めに、国費による支援の継続を要望するもの。  
 

     

 現  況   課  題   

     

 ○ワクチン接種が特例接種（全

額国費）から定期接種へ移行

し、接種希望者には自己負担

が、市町村においては財政負

担が必要となった。  

 

○国が示した令和６年度の標準

的な接種費用は当初の 7,000

円から 15,300 円と大幅な増額

となり、令和６年度において

は、その超過分（ 8,300 円）に

ついて、国が助成金を支給。  

 

 ●ワクチン価格は当面大幅に下

落することは考えにくく、近

年の物価高騰等の影響によ

り、今後、さらに価格が上が

ることも懸念される。  

 

●令和７年度以降、国による助

成金がなくなれば、市の財政

負担の増大、接種希望者の自

己負担額の上昇、ひいては接

種率が低下する。  

 

     

 

 

 

 

 

具体的要望内容  

新型コロナウイルスワクチン定期接種について、国費による助成がなくな

った場合、接種希望者に対し高額な自己負担を求めることは困難であり、市

町村においても急激な財政負担の上昇は厳しいものであることから、令和７

年度以降においても安定したワクチン接種を提供するため、当該接種費用に

対する国費による継続的な支援を要望するものです。  

【徳島市担当部課】健康福祉部健康長寿課  

ワクチン接種希望者に安定した自己負担による接種を 
提供する必要がある 

 
 



 

-１０- 

【引用】 

  令和６年３月１５日付け 自治体説明会 34 用 

 厚生労働省 健康・生活衛生局 感染症対策部 予防接種課 作成資料から抜粋 

 

 

 接種費用が今回見込額 15,300円程度で変更なしと仮定して、 

 国からの助成金がなくなった場合、接種に際しては、 

 市町村の負担もしくは住民の自己負担が激増することに

なります。 

  徳島市における市負担額の場合 

１件 ３，０００円  １件 １１，３００円 

    または、徳島市における住民の自己負担額の場合 

１件 ４，０００円  １件 １２，３００円 
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高規格道路網等の整備推進について 
 

＜主管省庁局  国土交通省  道路局＞  

【要望の趣旨】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 
 

 

 

【徳島市担当部課】都市建設部  道路建設課  

高規格道路ネットワ－クの機能を高め激甚化・頻発化する自然災害に加

え、人口減少など社会変化に対応できるまちづくりを目指すとともに、災害

に強く人に優しい道路環境が整備されることを目指している。このことから

高規格道路網等の整備推進について確実な事業の執行を要望するもの。  

○徳島南部自動車道  
⇒徳島津田 IC～阿南 IC(仮 )間

は、整備中。  
⇒徳島 JCT～徳島沖洲 IC 間が令

和４年３月に開通。  
○徳島自動車道  

⇒速度低下の一因となるサグが
15 箇所存在。  

⇒暫定２車線区間が約８割。  
⇒通行止め時間ワーストランキ

ングでは上位。  
○徳島環状道路  

⇒徳島市中心部では国道 11 号 55
号、 192 号が交差しているため
交通の集中により渋滞が慢性
化。  

●徳島南部自動車道  
⇒高規格道路、空港、港湾を生

かしたまちづくり。  
⇒京阪神圏への効率的な陸上輸

送に課題。  
 

●徳島自動車道  
⇒大規模災害時の物資輸送路の

確保。  
⇒利用者の安全性、快適性、定

時性、信頼性の確保が必要。  
 

●徳島環状道路  
⇒都市内交通と通過交通を分散

させることが必要。  

地方創生の実現に不可欠な国土強靱化による  
高規格道路網等の整備を推進する必要がある  

 
 次について、特段のご配慮をお願いします。  
１．高規格道路網等の整備推進について  

⑴徳島南部自動車道  
 ・徳島津田 IC～阿南 IC(仮 )間の整備推進  
⑵徳島南環状道路の整備推進  

 ⑶徳島自動車道の早期４車線化  
 
２．道路関係予算の確保について  

⑴令和７年度の道路関係予算については、所要額を確保すること  
⑵令和６年能登半島地震などを踏まえ、既設構造物の機能強化などを推

進するため、今後の予算編成にあたっては、新たな財源の創設を含め
道路関係予算総額の満額確保を図ること  

⑶料金徴収期間の延長による財源を活用し、暫定２車線区間の４車線化
に必要な財源の安定的な確保を図り、機能強化を着実に進めること  

  

具体的要望内容  

現  況  課  題  



徳島南部自動車道延伸により
地域経済の好循環が加速

■ LED出荷額
国内シェア１位（R2)

徳島県
81%

その他
19%

【経済産業省資料】

○徳島JCT～徳島沖洲IC間の開通（R4.3）を契機に
LED出荷額増加の弾みと地域活性化に寄与

○徳島津田IC（フル化）許可を契機に
「陸・海・空の結節点」をより強化

〇徳島市総合計画では、鳴門JCT～阿南IC(仮)間の整備を契機として
定住人口の増加、交流人口の拡大を目指す

【経済産業省資料】

■ LED出荷額の推移(徳島県)

1,046

2,331

0

1,000

2,000

3,000

H21 R2

億円 グラフタイトル
■ LED関連企業の集積推移(徳島県)

86

157

0

50

100

150

200

H21 R3

企業数

【徳島県資料】

2.2倍 1.8倍

※上記地図は、国土地理院ホームページ（http://maps.gsi.go.jp）をもとに作成。

板野IC

鳴門北IC

鳴門IC
鳴門JCT

松茂SIC

徳島JCT藍住IC

高松自動車道

小松島IC

徳島沖洲IC

徳島津田IC
徳島沖洲IC～徳島津田IC

L=2.4km

R3.3開通

鳴門JCT～徳島IC

L=10.9km

H27.3開通

徳島津田ＩＣ～小松島IC(仮)

L=4.9km

徳島JCT～徳島沖洲IC

L=4.7km

R4.3開通

LED関連企業

徳島阿波
おどり空港

徳島県
木材団地

徳島IC

新町川
→

勝浦川
→

徳島県木材
団地

津田ＩＣ

貯木場
を埋立
て新た
な産業
拠点
に！

埋
立
地

新町川 →

勝浦川
→

徳島沖洲IC
重
要
港
湾

徳
島
小
松
島
港

複合 一貫ﾀｰﾐﾅﾙ

貯木場を
埋立て新
たな産業
拠点に！

埋
立
地

マリンピア

沖洲産業団地

R2.10フルＩＣ
連結許可

徳島県木材団地

徳島津田IC

R3.5
分譲
開始

徳島JCT～徳島沖洲IC
R4.3開通

H30.1国際線ターミナル完成

徳島阿波おどり空港

マリンピア
沖洲産業団地
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速度低下

４車線化により時間信頼性の向上、安全性の向上、

リダンダンシー機能の強化を！

時間信頼性に難 安全・安心に難

徳島JCT

徳島沖洲IC
徳島津田IC

小松島IC(仮)

阿南IC(仮)

松茂ｽﾏｰﾄ IC

徳
島
南
部
自
動
車
道

阿
南
安
芸
自
動
車
道

鳴門JCT

脇町 IC
美馬 IC

土成 IC

吉野川ｽﾏｰﾄ IC

井川池田 IC

上板SA

吉野川SA

池田PA

藍住
IC

徳島 IC

立江櫛󠄁渕IC(仮)

阿波PA

川之江東
JCT

４車線化優先整備区間 L=55km

25%以上 速度

低下区間 延長

※交通量5000

台/日 未満除

く

渋滞回数

優先整備区間

(時間 信頼性

の課題有)同

士に挟まれた

区間で 30km

以内の区間等

死傷事故

件数

死傷事故

率

運用率

(年間通

行止め

時間)

※工事

除く

積雪地

かつ 最

急勾配

４％よ

り 大き

い

並行現道

に 課題

徳島道 川之江東JCT 井川池田 ◎ 22 19 ○ Ａ Ｃ ○ Ａ Ｃ ○ Ａ Ｄ Ｄ

徳島道 井川池田 吉野川SAスマート ◎ 5 3 Ｃ Ｄ Ｂ Ｂ ○ Ａ Ｄ Ｄ

徳島道 吉野川SAスマート 美馬 ◎ 16 11 ○ Ａ Ｃ Ｂ Ｃ ○ Ａ Ｄ Ｄ

徳島道 美馬 脇町 ◎ 12 5 Ｂ Ｄ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｄ Ｄ

徳島道 脇町 土成 ◎ 19 8 ○ Ａ Ｂ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｄ Ｄ

徳島道 土成 藍住 ◎ 13 9 ○ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｄ Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

暫定２車線

の IC間延長

[㎞]

対面通行

区間延長

[㎞]
特定更新等

Ｄ

Ｄ

Ｄ

路線名

区間

優先整備

区間

    ①時間信頼性の確保の観点 　　②事故防止の観点 　　③ﾈｯﾄﾜｰｸの代替性確保の観点

自 至

【国土交通省資料】

徳島自動車道 各IC間の課題の評価一覧 (高速道路における安全・安心基本計画）

H28 通行止め時間ランキング

ネットワーク代替性に難

【国土交通省資料】

大 ← 課題 → 小

A B C D

区間
H28年度

通行止め時間
ワースト順位

土成IC～脇町IC ３０２hr/年 　３５位

脇町IC～美馬IC ３００hr/年 　３７位

　　全国平均 ３１hr/年

中央突破事故

死者２名・約７時間通行止！

令和元年12月

新

直

轄

区

間

有

料

区

間
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※R３年度 全国道路・街路交通情勢調査より

一般国道192号

徳島環状道路 約35km

『地方創生』を実現し、地域の生産性向上を図る
『徳島環状道路』の早期整備を！！

路線名
番
号

観測地点 地名

平日
24時間

交通量
(台/日)

一般国道
55号

徳島市八万町大野１４９地先 50,383

一般国道
11号

徳島市川内町鶴島１０７番地先 51,556

徳島市東吉野町2丁目 57,963

徳島市徳島本町1丁目15地先 48,608

一般国道
192号

徳島市国府町観音寺238地先 18,340

徳島市庄町3丁目5番地先 27,927

徳島市南出来島町1丁目38-7番地先 29,465

1

徳島市中心部
渋滞状況
一般国道11号

徳島市徳島本町１丁目付近

徳島東環状線
新浜八万工区
(整備促進)

徳島東環状線
末広住吉工区
(整備促進)

徳島東環状線
阿波しらさぎ大橋
(H24.4月供用)

国土交通省

徳島県(道路事業)

徳島県(街路事業)

供用中

2

3

4

5

6

7

徳島東環状線
川内工区

(H24.4月供用)

L=4
.6
km

L=1
.5
km

L=6
.1
km

L=2
.2
km

L=4.0km L=2.2km L=1.1km

L=9.5km

側道開通本線等開通

L＝
3
.3
km

L＝
1
.3
km

L＝
1
.8
km

徳島西環状線
国府藍住工区

徳島西環状線
国府工区

57,963台/日

徳島南環状道路
(整備促進)

50,383台/日

48,608台/日

27,927台/日

29,465台/日

5

6 7

4

3

2

1

1

51,556台/日

18,340台/日

徳島
沖洲IC

徳島津田IC

側道暫定供用

L=2.0km

開
通
後
の
交
通
状
況

事案中

暫定２車線
(側道)

暫定２車線

徳島南環状道路

県道鮎喰新浜線

(台/12h)

20,000

交通量の変化
A断面

開通前(H26.3) 開通後(H27.3)

11,400

12,800

5,100

15,000

10,000

5,000

0

12,800

16,500

最大渋滞長の変化
(法花大橋北詰交差点)

開通前
(H26.3)

9割以上
減少

900m
開通後
(H27.3)

０ｍ 200ｍ 400ｍ 600ｍ 800ｍ 1000ｍ

80m
上八万ＩＣ～八万町橋北間の供用

（H27.2月供用）

開
通
後
の
交
通
状
況

渋滞長900m→80m

園瀬橋北詰交差点
主要渋滞箇所から除外

至 徳島市鮎喰町 至 徳島駅
主要渋滞箇所

法花大橋北詰交差点

至 徳島駅

A断面 八万南小学校

文203

438

208

136

文
化
の
森
IC

徳 島 県
文化の森
総合公園

上
八
万
IC

至 佐那河内村 至 小松島市

延長1.1km

一般道路

(―)鮎喰新浜線

自動車専用道路

平成２７年２月２８日(土)開通区間
延長2.2km

平成２４年７月 側道開通
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吉野川の直轄管理区間における 
洪水・地震津波対策の促進について 

 

＜主管省庁局  国土交通省  水管理・国土保全局＞  

【要望の趣旨】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【徳島市担当部課】  都市建設部  河川水路課  

 
徳島市は、雨水貯留施設や排水施設等の整備など、国と一体となって流

域治水を推進しており、国においても、吉野川における直轄河川改修事業
等の整備促進と新規箇所の早期事業化について、特段のご配慮をお願いい
たします。  
 
１．吉野川・今切川の洪水・地震津波対策  

⑴今切川の無堤地区への堤防整備及び堤防耐震対策の促進  
⑵今切川右岸榎瀬江湖川合流点への水門の新設  
⑶今切川右岸宮島江湖川合流点への水門の新設  
 

２．内水対策  
⑴角ﾉ瀬排水機場の能力向上 (20 ㎥ /s→ 40 ㎥ /s) 
⑵榎瀬江湖川における排水機場の新設  
⑶宮島江湖川における排水機場の新設  

 
近年の気候変動による水災害の激甚化・頻発化を踏まえ、防災・減災が

主流となる安全・安心な社会の実現に向けて、流域治水対策の加速化を図
るために必要な治水事業予算の最大限の確保と四国地方整備局や各事務所
の職員の増強など組織体制の充実・強化をお願いいたします。  

市民の安全で安心な生活を確保するため対策が必要である  

台風等の洪水による浸水被害や今後想定される南海トラフ巨大
地震の津波被害の軽減を図るため、吉野川・今切川において必要な
対策の計画的な実施に向け、治水事業費の予算確保について要望す
るとともに、直轄河川改修事業等の整備促進を要望するもの。  

 

○今切川の洪水･地震津波対策  
⇒堤防や水門の無い地区や堤防

の液状化対策を必要とする地
区が存在する。  

○飯尾川流域等の浸水被害  
⇒台風 11 号 (H26)で､多数の家屋

が浸水被害を受け、内水対策
を中心とした要望や意見が相
次いでいる。  

●洪水や地震･津波による浸水被害
が発生するため、無堤部対策や
水門の設置、液状化対策の実施
により、洪水や地震津波による
浸水被害を防止する。  

●内水被害の軽減に向け、ハード  
･ソフト対策の充実が必要である。 

具体的要望内容  

現  況  課  題  



飯尾川概要図

２．

Ｐ

徳島市

飯尾川

地理院地図より

１ ・ ２

今切川

宮島江湖川水門

今切川

榎瀬江湖川水

今切川

河口堰

中島

加賀須

米津中島

榎瀬

徳島市

松茂町北島町

出典：GoogleMap

宮島樋門(実施済)

：地震津波対策と洪水対策が重複する区間
として築堤等整備を進める箇所

：液状化対策必要区間
：洪水対策として築堤等整備を進める箇所
：対策実施済箇所

榎瀬川樋門

（樋門本体実施済）

洪水 ・地震津波対策箇所

水門及び排水機場

中島（右岸）

加賀須野

中島（左岸）

榎瀬江湖川水門

榎瀬川樋門

宮島江湖川水門

米津
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吉野川水系流域治水プロジェクト
～日本一の暴れ川から命と資産を守る治水対策～

川内地区排水施設整備

排水機場新設（市）

排水機場設備
増設（市）

水路整備
（市）

○徳島市では、浸水区域の解消や浸水被害の軽減を図るため、雨水排水施設（川内地
区）や雨水貯留施設（南沖洲地区）などの整備を実施していきます。
○市独自の取り組みとして、「徳島市流域治水検討会議」で関係部局と連携体制を構築
し、更なる流域治水対策の検討を進めます。

水路整備

今切川宮島江湖川水門
整備 （国）

南沖洲地区雨水貯留施設整備

雨水貯留施設

宮島樋門（国）
【既設】

今切川宮島江湖川水門
（国） 【計画】

雨水貯留設備（整備中）

０

排水設備（計画）

都市下水路（整備中）
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